
（別添４）

令和２年度鳥取県市町村創生交付金　対象事業 琴浦町

（１）基本交付額分

対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

1

１　主体的な住民活動への支援
（２）公共交通機関利用促進のため
に住民が主体となって行う活動に要
する経費

【町営バスおよび広域路線バス待合所設置費補助事
業】
　地域が主体となって、バス待合所を設置する費用を
助成する。（補助率：10/10、上限600千円）

600

2

６　農林水産業等の振興
（１）農林水産業（県産品を取り扱
う、又は取り扱う予定のある食品加
工業及び木材産業を含む。以下同
じ。）の新規就業者のための住宅の
修繕若しくは家賃又は新規就農者の
農地の賃借に対する助成に要する経
費

【新規就農者住宅管理事業】
　新規就農者の住居を確保することにより、就農初期
の負担軽減を図る。

723

3

６　農林水産業等の振興
（２）農地の賃借及び農作業の受託
を行う認定農業者等に対する助成に
要する経費

【農地流動化推進事業】
　農地の流動化を促進することで、農業における担い
手の規模拡大を増進し、効率的な経営体の育成を図る
ため、３年以上の農地賃貸借を行い経営規模を拡大し
た認定農業者に対して交付金を交付する。

4,500

4

６　農林水産業等の振興
（５）地産地消意識の高揚及び普及
定着を図るための活動及び食育に関
する取組に要する経費

【農業体験学習事業】
　町内小学生へ梨、中学生へそばの栽培体験学習を行
い、地産地消意識の高揚を図る。

541

5

６　農林水産業等の振興
（５）地産地消意識の高揚及び普及
定着を図るための活動及び食育に関
する取組に要する経費

【果樹共済掛金助成事業】
　果樹生産農家の共済掛金の1割を助成することによ
り、経営安定を支援し、梨および葡萄の生産量の向上
と消費拡大を図る。

246

6

７　人権尊重の社会づくりの推進
（１）人権問題解決のため住民学習
を計画又は運営する人権教育推進員
の設置に要する経費

【人権教育推進員設置事業】
　生活実態に現れる人権課題の解決のため、人権問題
の学習機会の拡充、学習内容の充実など社会教育活動
の一層の推進を図ることを目的とし、人権教育推進員
を２名配置する。

1,906

7
７　人権尊重の社会づくりの推進
（４）人権意識の向上を図る研修会
等の開催に要する経費

【地区懇談会開催事業】
　一人ひとりが尊重され、心豊かに繋がり合うまちづ
くりを目指し、全自治会にて懇談会を実施する。

1,062

8
７　人権尊重の社会づくりの推進
（４）人権意識の向上を図る研修会
等の開催に要する経費

【男女共同参画推進事業】
　地域での男女共同参画社会実現のため、講演会の開
催や、広報・啓発を行う。

261

9

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込ま
れるものを含む。）の補修又は活用
に要する経費

【文化財保存事業】
　指定文化財の周辺清掃や草刈り作業を実施し、室内
にある仏像等については点検および清掃を行う。

1,305

10

８　地域文化、芸術の振興
（３）小・中学校等で行う音楽、演
劇等の芸術鑑賞会の開催に要する経
費

【小学校青少年劇場小公演・巡回公演事業】
　小学生を対象に、劇場小公演および巡回公演を実施
し、文化・芸術の振興を図る。

111

11 ９　市町村の自主的な行政運営

【重度障がい者タクシー料金助成事業】
　重度障がい者（身体1・2級、療育A、精神1級）に対
してタクシー料金の一部を助成し、社会参加を促進す
る。

788
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対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

12 ９　市町村の自主的な行政運営
【小規模作業所等通所障がい者交通費助成事業】
　障がい者小規模作業所に通所される方に対して交通
費の一部を助成し、負担軽減を図る。

701

13 ９　市町村の自主的な行政運営
【腎臓機能障がい者交通費助成事業】
　人工透析の通院や、事業所を利用する障がい者の通
所にかかる交通費の一部を助成する。

778

14 ９　市町村の自主的な行政運営

【心身障がい者医療費事業】
　心身に障がいのある人、その他特に医療費の助成を
必要とする者の疾病の重度化を防ぎ、健康の保持
及び生活の安定を図る。
（身体障害者手帳3・4級、療育手帳Bまたは精神障害
者手帳2級で本人非課税かつ滞納のない者）

4,239

15 ９　市町村の自主的な行政運営
【農業研修事業】
　研修生や新規就農者の相談、フォローを行うため、
就農コーディネーターを設置する。

962

16 ９　市町村の自主的な行政運営
【縁結び事業】
　結婚を希望する独身男女の出会いの場の創出やセミ
ナー等の開催により、未婚・晩婚化の解消を図る。

298

17 ９　市町村の自主的な行政運営

【乳幼児検診事業（母子保健事業）】
　乳幼児が健やかに育つことを目的として、各種健診
事業を実施し、健康状態及び発達の確認をすることで
子育て相談や保護者の育児支援を行う。

3,504

18 ９　市町村の自主的な行政運営

【第3子以降出産祝金】
第3子以降の出産に対し、出産祝金を支給することに
より町の次世代を担う子どもの出産を祝福するととも
に、子育てに伴う経済的負担の軽減及び子どもの健全
な育成を図ります。
　ことうら商品券50千円分/第3子以降の出生1人

1,950

19 ９　市町村の自主的な行政運営

【ICT教育環境整備事業】
ICT教育環境を整備を行うため、浦安・赤碕・船上小
学校の普通教室に液晶ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰを新規で購入し壁掛
け設置を行う。

10,590

20 ９　市町村の自主的な行政運営
【特定不妊治療費助成事業】
　不妊治療費を一部助成し、治療を受ける夫婦の経済
的負担の軽減を図す。

3,130

21 ９　市町村の自主的な行政運営

【地域経済循環分析調査事業】
　家計調査、事業体調査、成果報告会、検討会を行
い、今後の地域経済循環への貢献可能性と改善策につ
いて検討する。

3,016

事業費　計 41,211

（２）調整交付額分

対象分野名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

事業費　計 0
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対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

令和２年度交付決定額の算定方法 （単位：千円）

基本交付額分

対象事業費 ［①］ 41,211

基本交付基準額（①×1/2　千円未満端数切り捨て）［②］ 20,605

基本交付額 ［③］ 11,719

②と③のいずれか低い額 ［④］ 11,719

調整交付額分

対象事業費 ［⑤］ 0

調整交付基準額（事業ごとの事業費×1/2（１事業の上限1,500千円 千円未満端数切捨て）の計）［⑥］ 0

⑥を上限に採択状況に応じて配分した額 ［⑦］ 0

令和２年度　交付額 ［④＋⑦＝⑧］ 11,719

令和元年度　精算額 ［⑨］ 0

令和２年度　交付決定額　 ［⑧＋⑨＝⑩］ 11,719
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